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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第70期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第69期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (千円) 4,561,97818,909,835

経常利益 (千円) 432,4701,606,493

四半期(当期)純利益 (千円) 183,961 737,010

純資産額 (千円) 10,821,81110,766,177

総資産額 (千円) 14,906,59015,366,355

１株当たり純資産額 (円) 542.29 539.48

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 9.22 36.93

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 72.6 70.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 122,304 710,795

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △19,866 △28,368

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △149,516△362,729

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,509,0453,556,123

従業員数 (名) 239 240

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
239 
(54)

(注) １　従業員数は就業人員数であります。 

 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
223 
(53)

(注) １　従業員数は就業人員数であります。 

 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

自動車関連事業 2,588,702

移動体通信関連事業 680,038

合計 3,268,741

(注) １　上記の金額は、仕入価格で表示しております。
２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

自動車関連事業 3,685,309

移動体通信関連事業 876,668

合計 4,561,978

(注) １　上記の金額は、販売価格で表示しております。

２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を発端とした金融市場の混乱による世

界景気の減速懸念と、原油、資源、食糧価格の高騰等による世界的なインフレ圧力の高まりから、景気の先

行きは内外とも不透明感が一段と強くなりました。

このような状況の下、当社グループは優位な分野の一層の強化に向け「オリジナル商品の販路開拓・

拡大」に注力いたしました結果、当社グループ全体の売上高は45億61百万円、営業利益は３億54百万円、

経常利益は４億32百万円と増収・増益になりました。

なお、役員退職慰労金制度廃止に伴う功労加算金１億22百万円を特別損失に計上いたしましたので、四

半期純利益は１億83百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(自動車関連事業)

国内の自動車販売は、諸物価の高騰、特にガソリンの高値更新が消費者心理の悪化を招き、４～６月の

新車総販売台数(軽自動車含む)は117万台と前年同期比約２％減となり、アフターマーケットの営業環境

も、引続き厳しい局面が続いております。

このような環境下、当社の国内部門では、ボディコーティング剤を中心とするオリジナル商品と省燃費

ニーズが高まる中、エンジン内部を保護し燃費の効率向上に貢献するオイル添加剤「ＭＴ－１０」の拡

販に注力いたしました。飲酒運転防止を目指した自己管理型アルコール検知器「ソシアック」につきま

しては、機能を充実させ、環境にも配慮した新機種を加え、幅広い業種に向けた営業活動に取り組んでお

ります。

海外部門では、厳しい外的環境下、新興国、資源国に密着した営業活動の継続により、概ね堅調に推移い

たしました。特にロシア及びアセアンを中心としたアジア向けが引続き好調を維持いたしました。

これにより、自動車関連事業全体の売上高は36億85百万円、営業利益は５億34百万円となりました。

　

(移動体通信関連事業)

移動体通信関連事業では、昨年後半から各キャリアが次々に導入した割賦販売制度により、携帯電話の

買い替え期間が長期化し、その影響もあって売上高は８億76百万円、営業利益は23百万円にとどまりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態を分析しますと、

①　総資産合計は149億６百万円で前連結会計年度末に比べ４億59百万円減少しております。

減少の主なものは、投資有価証券が80百万円増加したものの、移動体通信関連事業を中心とした販売

の低迷により受取手形及び売掛金が５億33百万円減少したことによるものであります。

②　負債合計は40億84百万円で前連結会計年度末に比べ５億15百万円減少しております。

減少の主なものは、支払手形及び買掛金で４億21百万円、未払法人税等で２億93百万円、それぞれ減

少いたしました。

③　純資産合計は108億21百万円で前連結会計年度末に比べ55百万円増加いたしました。

利益剰余金で13百万円増加し、その他有価証券評価差額金で44百万円増加いたしました。なお、自己

資本比率は、70.1%から72.6%となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は35億９百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益は３億９百万円となりましたが、売上債権の減少で５億33百万円収入が

増加したものの、仕入債務の減少で４億21百万円、法人税等の支払額で４億83百万円、それぞれ収入が

減少した結果、営業活動によるキャッシュ・フローは１億22百万円の収入超過となりました。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

主として有形固定資産の取得による支出等により、投資活動によるキャッシュ・フローは19百万円

の支出超過となりました。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払い等により、財務活動によるキャッシュ・フローは１億49百万円の支出超過となりま

した。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであり

ます。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
ト
の名称

設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力総額 既支払額

提出会社
名古屋支社
(名古屋市
瑞穂区)

自動車関連
事業及び
全社

事業所及び
賃貸ビル

308,000― 自己資金
平成20年
９月

平成21年
６月

―

　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,020,00020,020,000
大阪証券取引所 
（市場第二部）

―

計 20,020,00020,020,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 20,020 ― 1,001,000 ― 4,184,339

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式) 

 普通株式 
18,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 
19,930,000

19,915 ―

単元未満株式
普通株式 
72,000

― ―

発行済株式総数 20,020,000― ―

総株主の議決権 ― 19,915 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれておりま

す。但し、「議決権の数(個)」欄には、当該株式の議決権の数14個は含めておりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式406株が含まれております。 

３　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株あります。なお、当該株

式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

但し、「議決権の数(個)」欄には、当該株式の議決権の数１個は含めておりません。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
中央自動車工業㈱

大阪市北区中之島四丁目 
２番30号

18,000― 18,000 0.09

計 ― 18,000― 18,000 0.09

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 368 395 395

最低(円) 348 362 375

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所(市場第二部)の市場相場によっております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附

則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則の一部規定を早期に適用し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビュー

を受けております。
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1【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,309,045 4,356,123

受取手形及び売掛金 1,907,972 2,441,782

有価証券 1,497,513 1,496,047

商品及び製品 547,159 539,265

仕掛品 54,765 51,209

原材料及び貯蔵品 39,452 24,880

その他 898,276 903,737

貸倒引当金 △5,109 △5,136

流動資産合計 9,249,077 9,807,909

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 621,270

※1
 629,867

土地 1,391,583 1,391,583

その他（純額） ※1
 165,788

※1
 163,419

有形固定資産合計 2,178,642 2,184,869

無形固定資産 160,966 158,756

投資その他の資産

投資有価証券 2,574,389 2,494,118

その他 759,689 736,868

貸倒引当金 △16,175 △16,168

投資その他の資産合計 3,317,903 3,214,819

固定資産合計 5,657,512 5,558,445

資産合計 14,906,590 15,366,355

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,582,409 2,003,579

未払法人税等 213,785 507,618

賞与引当金 93,920 200,214

その他 803,455 631,605

流動負債合計 2,693,570 3,343,018

固定負債

退職給付引当金 882,513 880,280

その他 508,694 376,879

固定負債合計 1,391,207 1,257,159

負債合計 4,084,778 4,600,177
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,001,000 1,001,000

資本剰余金 4,184,339 4,184,339

利益剰余金 5,371,108 5,357,160

自己株式 △30,236 △29,957

株主資本合計 10,526,211 10,512,543

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 296,565 252,471

繰延ヘッジ損益 △966 1,162

評価・換算差額等合計 295,599 253,634

少数株主持分 － －

純資産合計 10,821,811 10,766,177

負債純資産合計 14,906,590 15,366,355
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

売上高 4,561,978

売上原価 3,242,718

売上総利益 1,319,259

販売費及び一般管理費 ※１
 964,399

営業利益 354,860

営業外収益

受取利息 2,332

受取配当金 11,325

受取保証料 31,565

受取賃貸料 11,100

持分法による投資利益 19,406

その他 11,282

営業外収益合計 87,013

営業外費用

支払手数料 4,071

投資有価証券評価損 5,050

その他 281

営業外費用合計 9,402

経常利益 432,470

特別損失

役員退職慰労金 ※２
 122,626

特別損失合計 122,626

税金等調整前四半期純利益 309,844

法人税、住民税及び事業税 201,298

法人税等調整額 △75,414

法人税等合計 125,883

四半期純利益 183,961
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 309,844

減価償却費 39,806

賞与引当金の増減額（△は減少） △106,294

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,232

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19

持分法による投資損益（△は益） △19,406

受取利息及び受取配当金 △13,658

売上債権の増減額（△は増加） 533,809

たな卸資産の増減額（△は増加） △26,023

仕入債務の増減額（△は減少） △421,749

その他 287,245

小計 585,787

利息及び配当金の受取額 20,308

法人税等の支払額 △483,791

営業活動によるキャッシュ・フロー 122,304

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △499,331

有価証券の償還による収入 500,000

投資有価証券の取得による支出 △805

有形固定資産の売却による収入 62

有形固定資産の取得による支出 △16,299

無形固定資産の取得による支出 △4,692

その他 1,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,866

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △149,237

自己株式の取得による支出 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー △149,516

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △47,078

現金及び現金同等物の期首残高 3,556,123

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,509,045
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)に変更しております。

なお、これによる損益へ与える影響はありません。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号)を当第１四半期連結会計期間か

ら早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、リース資産として計上する

方法によっております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き

採用しております。

なお、これによる損益へ与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する

加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

　該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

（役員退職慰労引当金）

当社は、平成20年６月26日開催の定時株主総会にお

いて、役員報酬制度の見直しの一環として役員退職慰

労金制度を廃止いたしました。

従来、当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、

制度廃止に伴い、役員退職慰労引当金は全額取り崩す

とともに、功労加算金部分を合算して４億48百万円を

固定負債の「その他」に振替えております。

なお、当該功労加算金部分は１億22百万円であり、特

別損失の「役員退職慰労金」に計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 

　　　　　　　　　　　　　　　  　 2,337,268千円 

　　

　２　受取手形割引高 　　　　　　    595,401千円 

　　 (輸出手形割引高を含む) 

　　　受取手形裏書譲渡高 　　　　　   26,468

※１　有形固定資産の減価償却累計額 

　　　　　　　　　　　　　　　　   2,317,180千円 

　　

　２　受取手形割引高                 555,353千円 

　　 (輸出手形割引高を含む) 

　　　受取手形裏書譲渡高              24,135 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び

　　金額は、次のとおりであります。

　　　従業員給料・手当及び賞与　　　 313,647千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  92,970千円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　  17,614千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　  11,505千円　

※２　役員退職慰労金の内規に基づく功労加算金 
　　部分であります。
　　　　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

 １ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,309,045千円

有価証券 1,497,513千円

　　　計 5,806,558千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△800,000千円

満期までの期間が３ヶ月を

超える有価証券
△1,497,513千円

現金及び現金同等物 3,509,045千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,020,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 64,126

　

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 170,013 8.50平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

該当事項はありません。

　

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

既存のリース取引は、所有権移転外ファイナンス・リース取引で通常の賃貸借取引に係る方法に準

じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に

比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

　

　

　

　

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

　

　

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の先物為替予約取引高は、前連結会計年度の末日と比較

して著しい変動がありません。

　

　

　

　

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
自動車
関連事業
(千円)

移動体通信 
関連事業 
(千円)　

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,685,309876,6684,561,978 ― 4,561,978

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,685,309876,6684,561,978 ― 4,561,978

営業利益 534,88223,749558,632(203,771)354,860

(注)　１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

 ２　各区分の主な製品 

(1) 自動車関連事業………… 自動車部品の製造・販売、自動車用品及び新商品

　　　　　　　　　　　　　 並びに関連サービスの開発・販売、輸出入

(2) 移動体通信関連事業…… 携帯電話、ＰＨＳ及び周辺機器、用品の販売 

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、開示すべき所在地別セ

グメント情報はありません。

　

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 752,8521,157,5931,910,445

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 4,561,978

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.5 25.4 41.9

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………フィリピン、シンガポール

(2) その他の地域…ロシア、米国、アラブ首長国連邦

 ３　海外売上高は、当社の輸出高であり、連結子会社における記載すべき金額はありません。 

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

542.29円 539.48円
 

　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益
 

9.22円
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 183,961

普通株式に係る四半期純利益(千円) 183,961

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)

該当事項はありません。
普通株主に帰属しない金額(千円)

普通株式の期中平均株式数(株) 19,956,414

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成20年８月８日

中央自動車工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　中　　俊　　廣　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　前　　田　　　　　徹　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

自動車工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央自動車工業株式会社及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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